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新築住宅価格
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グラフで見る中国経済 2017 年９月号（Ｎｏ．１００） 

中国景気は緩やかに減速している。まず、企業部門では、７月の通関輸出が４～６月期に比べて減速し、同月

の鉱工業生産の伸びも４～６月平均を下回った。次に、家計部門をみると、個人消費の動向を表す小売売上高

は７月に前年比+１０．４％と、日用品販売や家具販売の減速もあり、４～６月期に比べて増勢が弱まった。他方、

７月の固定資産投資は前年比+６．８％と４～６月期に比べて減速した。内訳をみると、資金調達難の影響もあり、

製造業が大きく減速し、また不動産取引の引き締め策による影響を受けて不動産業も増勢が弱まった。 

【今月のトピック：習近平体制、ＰＰＰプロジェクト積極化】 習近平体制はＰＰＰ（官民連携）プロジェクトを積極的に推進

している。中国財政部（日本の財務省に相当）の発表によると、中国のＰＰＰプロジェクトの新規登録投資額は２０１７年

４～６月期に１．８兆元（約２９兆円）となり、１～３月期（１．１兆元）に比べて大幅に増加した。習近平体制がＰＰＰプロジ

ェクトを積極的に推進している背景には、政府の投資負担を軽減させる効果や民間ノウハウの活用による投資効率の

向上に加えて、不動産取引の引き締め策の影響による経済成長の過度な減速を回避する目的もあると考えられる。 

（出所）中国人民銀行、中国国家統計局、ブルームバーグ 
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（出所）中国国家統計局、中国海関総署、中国商務部、中国汽車工業協会、中国物流購買連合会、中国人民銀行、ＣＥＩＣ、ブルームバーグ 
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